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令和６年度　京丹波町一般会計、特別会計歳入歳出決算並びに国保京丹波町病院 

事業会計、水道事業会計、下水道事業会計決算審査意見について 

 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に

付された令和６年度（自：令和６年４月１日　至：令和７年３月３１日）京丹波町一般会

計、特別会計の歳入歳出決算並びに国保京丹波町病院事業会計、水道事業会計、下水道事

業決算に関する証拠書類、その他政令に基づき作成された書類について審査を行ったので、

次のとおり意見を付して提出する。 
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注：１．文中等の金額は、千円単位で表示し原則として単位未満は四捨五入してい

るため、合計と内訳の合計数値が一致しない場合がある。 

２．比率は、原則として小数点第２位を四捨五入しているため、合計と内訳の

合計数値が一致しない場合がある。 



１ 

　　令和６年度  京丹波町一般会計、特別会計歳入歳出 

決算並びに国保京丹波町病院事業会計、水道事業会計、 

下水道事業会計決算審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

　　令和６年度 京丹波町一般会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

　　　　　　（事業勘定、サービス事業勘定、老人保健施設サービス勘定） 

令和６年度 京丹波町土地取得特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町育英資金給付事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町町営バス運行事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町須知財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町高原財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町桧山財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町梅田財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町三ノ宮財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 京丹波町質美財産区特別会計歳入歳出決算 

令和６年度 国保京丹波町病院事業会計決算 

令和６年度 京丹波町水道事業会計決算 

　　令和６年度 京丹波町下水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

令和７年７月１０日(木)、１５日(火)、２５日（金）、２９日（火）、８月１日(金) 

 

 

第３ 審査の方法 

審査に付された一般会計、特別会計歳入歳出決算書とその附属書類及び国保京丹波町

病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計決算書類について、関係諸帳簿、証拠書

類により調査照合するとともに関係職員の説明を聴取し、計数の確認、予算の執行状況

などについて審査を実施した。 

 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された各会計の歳入歳出決算書、企業会計決算書、決算報告書及び附属書類

の計数は、関係書類と符合し正確であることを認めた。 

また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われていると認めた。 

その状況に対する審査意見は、次に述べるとおりである。 



２ 

第５ 審査意見 

令和６年度末の地方債残高は２３５億８，１５９万４千円となり、前年度末より９億

１，３８９万４千円の減少となっており、前年度から引き続き、起債の抑制効果が表れ

ている。ただし、今後も利率の上昇が想定されることから、新たな起債を抑制するとと

もに、計画的な繰上償還の実施を図るなどにより公債費を削減し、実質公債費比率の増

加を抑制するための健全化対策に一層取り組む必要がある。 

また、基金残高は、前年度末より２億１６万６千円減少し、本年度末の残高は５３億

２，５５１万３千円となっている。 

このような町財政の状況下において、今後も、更なる財政の健全化に向け、引き続き

業務の効率化等により、経費節減に取り組んでいくことが求められる。 

歳入に関しては、自主財源の確保と負担の公平性を図る観点から、滞納者に対しては

京都地方税機構と連携の上、特に現年度分の滞納に対して、速やかに対応することが重

要である。過年度分の滞納については適切な時効管理を行い、弁護士等の外部専門機関

に法的な助言、指導を求め、効果的な収納率向上対策を進めていただきたい。 

ふるさと応援寄附金については順調に推移しており、様々な事業の財源として活用し

ているが、町施策のＰＲと継続的な寄附金の確保につなげるため、当寄附金の活用状況

を積極的に発信し、周知を図っていただきたい。 

また、物価の高騰、高止まりにより、町施設の維持管理コストも増加すると見込まれ

る中で、利用者に適正な負担をいただく観点から、施設使用料や各種手数料等の額の見

直しについて検討すべき時期であると考える。 

歳出に関しては、組織、法人等に交付している補助金について、組織等の運営状況を

見極めた上で、引き続き、適切な補助金額の算出に努めていただくとともに、町施策の

推進にあたり必要不可欠な事業に関しては、補助金を含めた支援の拡充等について検討

し、町民サービスの維持、向上につなげていただきたい。 

各所属において事業を進めるに当たっては、適切な判断に基づく予算執行はもとよ

り、個々の職員の意見、提案にも耳を傾けた上で、事業の効率化や経費削減の取り組み

を進めていただきたい。併せて、町業務全般において、一部の職員に負担が偏ることが

ない組織運営に努めていただくことをお願いし、監査意見とする。 

 

【参考】 

地方債残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

※ 病院事業、水道事業及び下水道事業に係る地方債については、特別会計に含む。 
 

基金残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

※ 物品基金を除き、財産区特別会計基金、水道事業基及び下水道基金を含む。 

 
会 計 別

平成１７年度末 

地方債残高

令和５年度末 

地方債残高（A）

令和６年度末 

地方債残高（B）

前年増減 

（B-A）
 一般会計 18,323,716 14,239,144 13,708,479 △530,665
 特別会計 20,610,804 10,256,344 9,873,115 △383,229
 合　　計 38,934,520 24,495,488 23,581,594 △913,894

 
会 計 別

平成１７年度末 

基金残高

令和５年度末 

基金残高（A）

令和６年度末 

基金残高（B）

前年増減 

（B-A）
 一般会計 1,805,479 3,648,053 3,534,586 △113,467

 特別会計 1,587,084 1,877,626 1,790,927 △86,699

 合　　計 3,392,563 5,525,679 5,325,513 △200,166
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第６　決算の概要 

１　決算規模 

　　　一般会計及び特別会計の合計決算額は、歳入が１６７億２，３９９万１千円（収納

率９５．３％）、歳出が１６５億８，６９９万１千円（執行率９４．６％）で、歳入

歳出差引額は１億３，７００万円となっている。 

 

第１表　　　　　　　　一般会計及び特別会計決算の総括 

（単位：千円） 

 

　２　決算収支 

　　　一般会計及び特別会計の形式収支は、一般会計が７，１０８万８千円、特別会計が

６，５９２万２千円、合計で１億３，７００万円となり、実質収支は翌年度に繰り越

すべき財源１，５３４万７千円を差し引いた１億２，１６５万３千円となっている。 

 

第２表　　　　　　　　一般会計及び特別会計決算収支状況 

（単位：千円） 

 

３　不納欠損処分 

　　　総額で５２２万９千円の不納欠損処分がなされており、主なものとしては、一般会

計の町民税で６６万２千円、固定資産税で１５４万９千円、特別会計の国民健康保険

税で１８７万９千円の不納欠損処分が行われている。 

不納欠損の事由が時効によるものについては、時効に至るまでの対応経過が重要で

あり、滞納者との折衝、分納誓約等による時効の停止、財産差し押さえによる滞納処

分など、出来得る手段を駆使した厳正な手続きに努める必要がある。 

一方で、上記の取り組みにもかかわらず時効到達したものや、相当年数が経過し納

付の見込が無いものについては、根拠法令等を明確にした上で見極めを行い、不納欠

損処理を検討することも必要である。 

自主財源の確保や負担の公平性の観点からも、新たに収入未済が発生しない取り組

みが重要であり、現年度分の滞納者への速やかな督促、催告と併せて面談、折衝の実

施により、分割納付や納付誓約などを徹底するなど、長期滞納及び不納欠損につなが

らない取り組みに努める必要がある。 

併せて、担当者にあっては、徴収業務に係る幅広い専門的な知識の習得に努めると

ともに、一部の担当職員に負担が偏ることが無いよう、組織的に対応するための体制

づくりが必要である。 

 会　計　別 予算現額 歳　入　額 歳　出　額 歳入歳出差引額
 一般会計 12,791,141 12,220,521 12,149,443 71,078
 特別会計 4,748,806 4,503,470 4,437,548 65,922
 合　　計 17,539,947 16,723,991 16,586,991 137,000

 

会　計　別 歳　入　額 歳　出　額
差　引　額 

（形式収支）

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源

実質収支

 一般会計 12,220,521 12,149,443 71,078 15,347 55,731
 特別会計 4,503,470 4,437,548 65,922 0 65,922
 合　　計 16,723,991 16,586,991 137,000 15,347 121,653
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今後においても引き続き、京都地方税機構における滞納税徴収に係る取り組みと、

京丹波町町税等徴収率向上対策委員会を中心とした庁内のさらなる連携により、適正

な時効中断措置を講じた上、徴収業務の充実・強化を図り収納率向上に努められた

い。 

 

 

【参考】 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 会計別 不納欠損額 収入未済額 合　計

 一般会計 2,685 90,324 93,009
 特別会計 2,544 27,029 29,573
 合　　計 5,229 117,353 122,582
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第７　一般会計 

 

１　決算収支 

　　　決算の収支状況は、次のとおりである。 

 

第３表　　　　　　　　　　一般会計決算状況 

（単位：千円） 

 

２　歳入 

　歳入における款別の構成比と前年対比は第４表、財源別歳入の内訳は第５表のとお

りである。 

本年度決算においては、財政規模は前年度と同水準であり、歳入に占める地方交付

税の割合は４２．８％となり、昨年度から２．２％減少した。 

依存財源の占める割合は７２．３％と昨年度から２．２％増加し、地方交付税の占

める割合の減少が大きく影響している。今後も、町税をはじめとする自主財源の確保

に取り組みを進める必要がある。 

このような中で、財源確保の取り組みのひとつとして実施されているふるさと納税

制度については、本年度も寄附金額が増加している。ふるさと産品の充実や本町の魅

力を積極的、継続的に発信された成果が表れているが、今後は国による制度の見直し

も想定されることから、社会の情勢を見据えた効果的なＰＲ等と、当寄附金の本町事

業への活用状況の発信について、積極的に進めていただきたい。 

不納欠損額は第６表のとおりであり、京丹波町発足後に処理された２億７，５６６

万５千円と、本年度で不納欠損処理された２６８万５千円の合計２億７，８３５万円

は、自主財源を放棄する結果となっている。引き続き、京都地方税機構との連携や京

丹波町町税等徴収率向上対策委員会での取り組みなどにより、徴収率向上に創意工夫

を図っていただきたい。 

収入未済額は第７表のとおりであり、前年度の８，４６０万円と比較して５７２万

４千円増加し、９，０３２万４千円の収入未済となった。 

過年度分の対応強化はもちろんであるが、まずは現年度分の徴収率を向上させる収

納確保策が最優先の課題と捉えて、引き続き口座振替による納付の案内と期限周知、

コンビニ納付の推進、クレジット納付やダイレクト納付等の導入など、納税者の利便

性向上を図るとともに、滞納発生時には早期対応に努め、長期滞納及び不納欠損につ

ながらない取り組みを強化していただきたい。 

 

 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 12,220,521 12,149,443 71,078 55,731
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第４表 

　 

款別歳入状況 

 

　　　（単位：千円、％） 

 

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 
1 町税 1,714,518 14.0 1,754,770 15.2 97.7

 2 地方譲与税 144,642 1.2 130,080 1.1 111.2

 3 利子割交付金 709 0.0 468 0.0 151.5

 4 配当割交付金 15,273 0.1 11,524 0.1 132.5

 5 株式等譲渡所得割交付金 18,972 0.2 11,740 0.1 161.6

 6 法人事業税交付金 36,630 0.3 36,111 0.3 101.4

 7 地方消費税交付金 323,219 2.6 308,530 2.6 104.8

 8 ゴルフ場利用税交付金 65,220 0.5 66,717 0.6 97.8

 9 自動車取得税交付金 0 0.0 1,039 0.0 114.2

 10 環境性能割交付金 21,561 0.2 18,877 0.2 114.2

 11 地方特例交付金 53,576 0.4 7,343 0.1 729.6

 12 地方交付税 5,232,487 42.8 5,198,271 45.0 100.7

 13 交通安全対策特別交付金 1,340 0.0 1,484 0.0 90.3

 14 分担金及び負担金 5,678 0.1 8,683 0.1 65.4

 15 使用料及び手数料 109,942 0.9 104,531 0.9 105.2

 16 国庫支出金 868,159 7.1 933,980 8.1 93.0

 17 府支出金 1,306,909 10.7 808,097 7.0 161.7

 18 財産収入 90,016 0.7 106,107 0.9 84.8

 19 寄附金 446,782 3.7 377,545 3.3 118.3

 20 繰入金 753,729 6.2 625,238 5.4 120.6

 
21 繰越金 66,314 0.5 285,008 2.4 23.3

 22 諸収入 189,445 1.6 196,268 1.7 96.5

 23 町債 755,400 6.2 562,400 4.9 134.3

 
合　　計 12,220,521 100.0 11,554,811 100.0 105.8
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第５表 

 

財源別歳入の内訳(自主･依存） 

 

（単位：千円、％） 

 

 

区　　分

令和６年度 令和５年度
構成比増減　

(Ａ)－(Ｂ)
 

決　算　額
構成比

（Ａ）
決　算　額

構成比　

（Ｂ）

 

自 

主

財

源

町税 1,714,518 14.0 1,754,770 15.2 △1.2

 分担金及び負担金 5,678 0.1 8,683 0.1 0.0

 使用料及び手数料 109,942 0.9 104,531 0.9 0.0

 財産収入 90,016 0.7 106,107 0.9 △0.2

 寄附金 446,782 3.7 377,545 3.3 0.4

 繰入金 753,729 6.2 625,238 5.4 0.8

 繰越金 66,314 0.5 285,008 2.4 △1.9

 諸収入 189,445 1.6 196,268 1.7 △0.1

 小　　計 3,376,424 27.7 3,458,150 29.9 △2.2

 

依 

存

財

源

地方譲与税 144,642 1.2 130,080 1.1 0.1

 利子割交付金 709 0.0 468 0.0 0.0

 配当割交付金 15,273 0.1 11,524 0.1 0.0

 株式等譲渡所得割交付金 18,972 0.2 11,740 0.1 0.1

 法人事業税交付金 36,630 0.3 36,111 0.3 0.0

 地方消費税交付金 323,219 2.6 308,530 2.6 0.0

 ゴルフ場利用税交付金 65,220 0.5 66,717 0.6 △0.1

 
自動車取得税交付金 0 0.0 1,039 0.0 0.0

 環境性能割交付金 21,561 0.2 18,877 0.2 0.0

 地方特例交付金 53,576 0.4 7,343 0.1 0.3

 地方交付税 5,232,487 42.8 5,198,271 45.0 △2.2

 交通安全対策特別交付金 1,340 0.0 1,484 0.0 0.0

 国庫支出金 868,159 7.1 933,980 8.1 △1.0

 府支出金 1,306,909 10.7 808,097 7.0 3.7

 町債 755,400 6.2 562,400 4.9 1.3

 小　　計 8,844,097 72.3 8,096,661 70.1 2.2

 
合　　計 12,220,521 100.0 11,554,811 100.0 0.0



８ 

第６表 

不納欠損の状況 

（単位：千円、％） 

 

第７表 

収入未済額の状況 

（単位：千円、％） 

　 

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 
1 町　税 2,495 92.9 3,829 100.0 65.2

 
1 町　民　税 662 24.7 758 19.8 87.3

 
2 固定資産税 1,548 57.6 2,547 66.5 60.8

 
3 軽自動車税 285 10.6 524 13.7 54.4

 
22 諸収入 190 7.1 0 0 皆増

 
1 雑　　入 190 7.1 0 0 皆増

 
合　　計 2,685 100.0 3,829 100.0 70.1

 

款　　別
令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  
決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 
1 町　税 53,463 59.2 47,718 56.4 112.0

 
1 町　民　税 12,752 14.1 9,557 11.3 133.4

 
2 固定資産税 37,080 41.1 34,611 40.9 107.1

 
3 軽自動車税 3,631 4.0 3,550 4.2 102.3

 
14 分担金及び負担金 3,702 4.1 3,827 4.5 96.7

 
2 負　担　金 3,702 4.1 3,827 4.5 96.7

 
15 使用料及び手数料 24,895 27.6 24,054 28.4 103.5

 
1 使　用　料 24,895 27.6 24,054 28.4 103.5

 
18 財産収入 2,258 2.5 2,518 3.0 89.7

 
1 財産運用収入 2,258 2.5 2,518 3.0 89.7

 
22 諸収入 6,006 6.6 6,483 7.7 92.6

 
5 雑　　入 6,006 6.6 6,483 7.7 92.6

 
合　　計 90,324 100.0 84,600 100.0 106.8



９ 

３　歳出 

　　　歳出の状況は第８表、繰越事業の総額は第９表のとおりである。 

全体的な事業費は、前年度より６億６，０９４万６千円増加している。その内、公

債費が歳出全体に占める割合が１１％であり、前年度から２．３％減少しており、計

画的な繰り上げ償還の効果が現れている。 

今後においても、将来を見通した起債の償還計画を策定したうえで、それに基づい

た全体事業計画を考える必要がある。 

また、細分化された事業の内、類似事業については事業統合による事務の合理化、

省力化を図ることが、職員の負担軽減につながり、ひいては健全かつ安定的な財政運

営並びに町民サービスの向上につながると考えられることから、今後、検討をお願い

したい。 

繰越事業については、事業費ベースで２億４，０１２万９千円、その内、一般財源

が１，３８４万７千円となっている。事業費は前年度より８，２１７万５千円減少し

ているが、引き続き、将来を見据えた健全な財政運営を基本に据えた事業展開を心が

けられたい。 

 

 

第８表 

款別歳出状況 

　   （単位：千円、％） 

 

 

 

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 議会費 90,288 0.7 89,671 0.8 100.7

 2 総務費 2,604,967 21.4 2,057,700 17.9 126.6

 3 民生費 2,489,024 20.5 2,565,551 22.3 97.0

 4 衛生費 1,735,388 14.3 1,740,904 15.2 99.7

 5 労働費 37 0.0 19 0.0 194.7

 6 農林水産業費 1,660,778 13.7 1,239,775 10.8 134.0

 7 商工費 255,074 2.1 237,652 2.1 107.3

 8 土木費 722,237 5.9 786,033 6.8 91.9

 9 消防費 405,339 3.3 403,152 3.5 100.5

 10 教育費 849,656 7.0 786,477 6.9 108.0

 11 災害復旧費 5,735 0.1 50,153 0.4 11.4

 12 公債費 1,330,920 11.0 1,531,410 13.3 86.9

 13 予備費 0 0.0 0 0.0 0.0

 合　計 12,149,443 100.0 11,488,497 100.0 105.8



１０ 

第９表　 

繰越事業状況 

　　　　　　　　　（単位：千円）　 

 

 
款　　別 繰越額 繰越事業名  内:一般財源

 
2 総務費 3,520 220 支所維持管理事業

 
3 民生費 6,545 0 物価高騰支援給付金支給事業

 

6 農林水産業費

45,639 150 土地改良施設維持管理事業

 
3,007 207 自主放送施設管理事業

 
4,770 270 林道維持管理事業

 
51,307 7 林道開設事業

 
11,862 2,966 地籍調査事業

 

8 土木費
77,035 6,835 道路新設改良事業

 
2,000 2,000 ダム周辺整備事業

 

10 教育費
4,235 235 放課後児童健全育成事業

 
4,257 257 小学校一般管理事業

 
11 災害復旧費 25,952 700 農地・農業施設災害復旧事業

 
合　計 240,129 13,847



１１ 

第８　特別会計 

１　決算収支 

　　　特別会計を合計すると、歳入４５億３４７万円、歳出４４億３，７５４万８千円

で、形式収支、実質収支とも６，５９２万２千円となり、全会計が黒字収支となって

いる。 

　　　特別会計については、地方自治法第２０９条の定めにより独立採算を基本として設

置されているが、事業の性質や住民サービス確保の観点から、一般会計からの繰り入

れを念頭においた予算編成が行われている。 

特別会計全体の歳入総額に占める割合は、一般会計からの繰入金が６億９，１３２

万５千円で、約１５．４％となっている。今後も、一般財源からの繰り入れを抑制

し、少しでも独立採算制の確保に努める必要がある。 

収益性を伴う特別会計では、常に収支のバランスを取ることを念頭に置き、一般会

計と同様に業務の効率化等による経費節減を推進し、健全で安定的な経営が図られる

ことを期待する。 

　　　収入未済額については、全体額は前年度と比較して１２２万円増加している。一般

会計と同様、まずは現年度分の収納率の向上が最優先の課題と捉えて、引き続き口座

振替による納付の案内と期限周知、コンビニ納付の推進、クレジット納付やダイレク

ト納付等の導入など、納税者の利便性向上を図るとともに、負担の公平性の観点か

ら、滞納発生時には早期対応に努め、長期滞納及び不納欠損につながらない取り組み

を強化していただきたい。 

決算収支の状況は第１０表、一般会計と特別会計相互間の繰入金・繰出金の状況は

第１１表、不納欠損・収入未済額の状況は第１２表のとおりである。 



１２ 

第１０表 

特別会計決算収支状況 

　　　　（単位：千円） 

 

 
会　計　名 歳入額 歳出額 形式収支 実質収支

 
国民健康保険事業特別会計 1,642,813 1,639,603 3,210 3,210

 
後期高齢者医療特別会計 303,912 299,645 4,267 4,267

 
介護保険事業特別会計 2,351,787 2,301,232 50,555 50,555

 
事業勘定 2,188,841 2,143,610 45,231 45,231

 
サービス事業勘定 6,769 2,526 4,243 4,243

 
老人保健施設サービス勘定 156,177 155,096 1,081 1,081

 
土地取得特別会計 7 7 0 0

 
育英資金給付事業特別会計 6,546 6,545 1 1

 
町営バス運行事業特別会計 171,029 170,525 504 504

 
須知財産区特別会計 1,107 904 203 203

 
高原財産区特別会計 258 223 35 35

 
桧山財産区特別会計 14,487 9,499 4,988 4,988

 
梅田財産区特別会計 6,379 5,665 714 714

 
三ノ宮財産区特別会計 1,909 1,363 546 546

 
質美財産区特別会計 3,236 2,337 899 899

 
合　　　計 4,503,470 4,437,548 65,922 65,922



１３ 

第１１表 

 

特別会計繰入・繰出金の状況 

（単位：千円） 

 

 
会　　 計 　　名

一般会計からの 

繰　 入　 額

一般会計への 

繰 　出　 額
 

国民健康保険事業特別会計 110,321 0

 
後期高齢者医療特別会計 87,547 0

 
介護保険事業特別会計 366,457 0

 
事業勘定 293,557 0

 
サービス事業勘定 0 0

 
老人保健施設サービス勘定 72,900 0

 
土地取得特別会計 0 0

 
育英資金給付事業特別会計 4,000 0

 
町営バス運行事業特別会計 123,000 0

 
桧山財産区特別会計 0 0

 
梅田財産区特別会計 0 0

 
三ノ宮財産区特別会計 0 0

 
質美財産区特別会計 0 0

 
合　　　計 691,325 0



１４ 

第１２表 

特別会計不納欠損・収入未済額の状況 

 

①　不納欠損　 

（単位：千円、％） 

 

②　収入未済額　　 

（単位：千円、％） 

 
款　　別

令和６年度決算額　

（Ａ）

令和５年度決算額　

（Ｂ）

前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)

 
国民健康保険事業会計 1,879 1,331 141.2

 
1 国民健康保険税 1,879 1,331 141.2

 
後期高齢者医療会計 0 556 皆減

 
1 保険料 0 556 皆減

 
介護保険事業会計(事業) 665 703 94.6

 
1 保険料 665 703 94.6

 
合　　計 2,544 2,590 98.2

 
款　　別

令和６年度決算額 

　（Ａ）

令和５年度決算額 

　（Ｂ）

前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)

 
国民健康保険事業会計 22,042 21,557 102.2

 1 国民健康保険税 22,042 21,557 102.2

 後期高齢者医療会計 1,390 1,033 134.6

 1 保険料 1,390 1,049 132.5

 2 使用料及び手数料 0 △16 皆減

 介護保険事業会計(事業) 2,815 2,437 115.5

 1 保険料 2,815 2,437 115.5

 質美財産区会計 782 782 100.0

 1 財産収入 782 782 100.0

 
合　　計 27,029 25,809 104.7



１５ 

２　事業別歳入歳出決算状況 

 

(1)国民健康保険事業特別会計 

決算額は、歳入が１６億４，２８１万３千円、歳出が１６億３，９６０万３千円

で、形式収支及び実質収支とも３２１万の黒字となっている。 

なお、歳入の国民健康保険税において、１８７万９千円の不納欠損処分が行われ

ている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 1,642,813 1,639,603 3,210 3,210

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比 

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 1 国民健康保険税 248,790 15.1 262,228 15.0 94.9
 2 使用料及び手数料 147 0.0 177 0.0 83.1
 3 国庫支出金 1,322 0.1 22 0.0 6,009.1
 4 府支出金 1,244,100 75.7 1,367,911 78.2 90.9
 5 財産収入 23 0.0 24 0.0 95.8
 6 繰入金 141,322 8.6 114,166 6.5 123.8
 7 繰越金 4,241 0.3 3,057 0.2 138.7
 8 諸収入 2,868 0.2 1,554 0.1 184.6
 合　　計 1,642,813 100.0 1,749,139 100.0 93.9

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 1 総務費 12,385 0.8 9,771 0.6 126.8
 2 保険給付費 1,177,644 71.8 1,299,975 74.5 90.6
 3 国民健康保険事業費納付金 401,127 24.4 389,114 22.3 103.1
 4 保健事業費 27,894 1.7 25,185 1.4 110.8
 5 基金積立金 23 0.0 24 0.0 95.8
 6 公債費 0 ― 0 ― ―
 7 諸支出金 20,530 1.3 20,829 1.2 98.6
 8 予備費 0 ― 0 ― ―
 合　　計 1,639,603 100.0 1,744,898 100.0 94.0



１６ 

(2)後期高齢者医療特別会計 

決算額は、歳入が３億３９１万２千円、歳出が２億９，９６４万５千円で、形式

収支及び実質収支とも４２６万７千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 303,912 299,645 4,267 4,267

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比 

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 1 保険料 210,406 69.2 193,754 68.5 108.6

 2 使用料及び手数料 17 0.0 17 0.0 100.0

 3 繰入金 87,548 28.8 82,709 29.3 105.9

 4 繰越金 4,714 1.6 4,947 1.7 95.3

 5 諸収入 1,227 0.4 1,322 0.5 92.8

 合　　計 303,912 100.0 282,749 100.0 107.5

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比

決　算　額

（Ｂ）
構成比

 1 総務費 2,757 0.8 2,361 0.8 116.8

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 293,369 97.9 272,183 97.9 107.8

 3 保健事業費 3,052 1.0 2,777 1.0 109.9

 4 諸支出金 467 0.3 714 0.3 65.4

 5 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 299,645 100.0 278,035 100.0 103.7



１７ 

(3)介護保険事業特別会計 

決算額は、歳入が２３億５，１７８万７千円、歳出が２３億１２３万２千円で、

形式収支及び実質収支とも５，０５５万５千円の黒字となっている。 

なお、事業勘定の歳入の介護保険料において６６万５千円の不納欠損処分が行わ

れている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （単位：千円） 

 

 

① 事業勘定 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 事業勘定 2,188,841 2,143,610 45,231 45,231
 サービス事業勘定 6,769 2,526 4,243 4,243
 老人保健施設サービス勘定 156,177 155,096 1,081 1,081
 令和６年度合計 2,351,787 2,301,232 50,555 50,555

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 保険料 356,337 16.3 375,689 17.1 94.8
 2 使用料及び手数料 21 0.0 28 0.0 75.0
 3 国庫支出金 580,693 26.5 584,627 26.6 99.3
 4 支払基金交付金 544,835 24.9 552,967 25.1 98.5
 5 府支出金 312,273 14.3 311,065 14.1 100.4
 6 財産収入 14 0.0 11 0.0 127.3
 7 繰入金 343,557 15.7 298,425 13.6 115.1
 8 繰越金 50,766 2.3 76,123 3.5 66.9
 9 諸収入 345 0.0 606 0.0 56.9
 合　　計 2,188,841 100.0 2,199,541 100.0 99.5

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 16,740 0.8 19,009 0.9 88.1
 2 保険給付費 1,979,708 92.3 1,933,113 90.0 102.4
 3 地域支援事業費 52,612 2.5 52,960 2.4 99.3
 4 保健福祉事業費 1,349 0.1 0 － 皆増
 5 基金積立金 39 0.0 54,391 2.5 0.1
 7 諸支出金 93,162 4.3 89,302 4.2 104.3
 8 予備費 0 ― 0 ― ―
 合　　計 2,143,610 100.0 2,148,775 100.0 99.8



１８ 

② サービス事業勘定 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

③ 老人保健施設サービス勘定 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比 

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 サービス収入 3,362 49.7 3,624 52.6 92.8
 2 繰越金 3,407 50.3 3,098 45.0 110.0
 3 国庫支出金 0 － 165 2.4 皆減
 合　　計 6,769 100.0 6,887 100.0 98.3

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 51 2.0 40 1.1 127.5
 2 事業費 2,475 98.0 3,440 98.9 71.9
 合　　計 2,526 100.0 3,480 100.0 72.6

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 サービス収入 81,535 52.2 80,756 54.8 101.0
 2 使用料及び手数料 27 0.0 38 0.0 71.1
 3 府支出金 123 0.1 150 0.1 82.0
 4 繰入金 72,900 46.7 64,900 44.0 112.3
 5 繰越金 1,081 0.7 1,098 0.8 98.5
 6 諸収入 511 0.3 515 0.3 99.2
 合　　計 156,177 100.0 147,457 100.0 105.9

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 135,102 87.1 127,047 86.8 106.3

 2 介護サービス事業費 19,994 12.9 19,329 13.2 103.4

 合　　計 155,096 100.0 146,376 100.0 106.0



１９ 

(4)土地取得特別会計 

決算額は、歳入歳出ともに７千円で、形式収支及び実質収支とも０千円となって

いる。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 7 7 0 0

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 
1 財産収入 7 100.0 7 100.0 100.0

 
合　　計 7 100.0 7 100.0 100.0

 

款　　別

令和６年度 令和５年度
前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)
 決　算　額

（Ａ）
構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 
1 土地基金費 7 100.0 7 100.0 100.0

 
合　　計 7 100.0 7 100.0 100.0



２０ 

(5)育英資金給付事業特別会計 

決算額は、歳入が６５４万６千円、歳出が６５４万５千円で、形式収支及び実質

収支とも１千円となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 6,546 6,545 1 1

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 1 0.0 0 0.0 皆増

 2 寄附金 0 ― 0 ― ―

 3 繰入金 6,545 100.0 5,956 100.0 110.0

 4 繰越金 0 0.0 0 0.0 100.0

 合　　計 6,546 100.0 5,956 100.0 102.1

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 繰出金 650 9.9 1 0.0 65,000.0

 2 育英費 5,895 90.1 5,955 100.0 99.0

 合　　計 6,545 100.0 5,956 100.0 110.0



２１ 

(6)町営バス運行事業特別会計 

決算額は、歳入が１億７，１０２万９千円、歳出が１億７，０５２万５千円で、

形式収支及び実質収支とも５０万４千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 171,029 170,525 504 504

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 事業収入 13,927 8.1 15,042 10.5 92.6

 2 府支出金 5,895 3.5 2,514 1.7 234.5

 3 財産収入 0 0.0 0 0.0 100.0

 4 繰入金 123,000 71.9 111,410 77.8 110.4

 5 繰越金 505 0.3 467 0.3 108.1

 6 町債 27,700 16.2 13,700 9.6 202.2

 7 諸収入 2 0.0 102 0.1 2.0

 合　　計 171,029 100.0 143,235 100.0 119.4

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 事業費 164,404 96.4 138,007 96.7 119.1

 2 公債費 6,121 3.6 4,724 3.3 129.6

 3 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 170,525 100.0 142,731 100.0 119.5



２２ 

(7)須知財産区特別会計 

決算額は、歳入が１１０万７千円、歳出が９０万４千円で、形式収支及び実質収

支とも２０万３千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 1,107 904 203 203

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 403 36.4 407 32.7 99.0

 2 寄附金 344 31.1 353 28.4 97.5
 3 繰入金 128 11.6 185 14.9 69.2
 4 繰越金 231 20.9 284 22.8 81.3

 5 諸収入 1 0.0 15 1.2 6.7

 合　　計 1,107 100.0 1,244 100.0 89.0

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 904 100.0 1,013 100.0 89.2

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 904 100.0 1,013 100.0 89.2



２３ 

(8)高原財産区特別会計 

決算額は、歳入が２５万８千円、歳出が２２万３千円で、形式収支及び実質収支

とも３万５千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 258 223 35 35

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 0 0.0 0 0.0 100.0

 2 寄附金 219 84.9 219 88.0 100.0

 3 繰越金 39 15.1 33 12.0 118.2

 4 諸収入 0 0.0 0 0.0 100.0

 合　　計 258 100.0 252 100.0 102.4

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 223 100.0 213 100.0 104.7

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 223 100.0 213 100.0 104.7



２４ 

(9)桧山財産区特別会計 

決算額は、歳入が１，４４８万７千円、歳出が９４９万円９千円で、形式収支及

び実質収支とも４９８万８千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 14,487 9,499 4,988 4,988

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 府支出金 317 2.2 800 6.3 39.6

 2 財産収入 10,676 73.7 10,679 76.5 100.0

 3 繰入金 0 ― 0 ― －

 4 繰越金 2,932 20.2 1,419 11.7 206.6

 5 諸収入 562 3.9 1,067 0.0 52.7

 合　　計 14,487 100.0 13,965 100.0 103.7

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 9,499 100.0 11,033 100.0 86.1

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 9,499 100.0 11,033 100.0 86.1



２５ 

(10)梅田財産区特別会計 

決算額は、歳入が６３７万９千円、歳出が５６６万５千円で、形式収支及び実質

収支とも７１万４千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 6,379 5,665 714 714

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 5,584 87.5 5,585 84.9 100.0

 2 繰入金 0 ― 0 ― ―

 3 繰越金 791 12.4 903 13.7 87.6

 4 諸収入 4 0.1 89 1.4 4.5

 合　　計 6,379 100.0 6,577 100.0 97.0

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 5,665 100.0 5,786 100.0 97.9

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 5,665 100.0 5,786 100.0 97.9



２６ 

(11)三ノ宮財産区特別会計 

決算額は、歳入が１９０万９千円、歳出が１３６万３千円で、形式収支及び実質

収支とも５４万６千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 1,909 1,363 546 546

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 500 26.2 502 27.2 99.6

 2 繰入金 1,100 57.6 1,300 70.4 84.6

 3 繰越金 284 14.9 42 2.3 676.2

 4 諸収入 25 1.3 3 0.1 833.3

 合　　計 1,909 100.0 1,847 100.0 103.4

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ)／(Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 総務費 1,363 100.0 1,564 100.0 87.1

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 合　　計 1,363 100.0 1,564 100.0 87.1



２７ 

(12)質美財産区特別会計 

決算額は、歳入が３２３万６千円、歳出が２３３万７千円で、形式収支及び実質

収支とも８９万９千円の黒字となっている。 

 

 

【 決 算 収 支 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

【　歳　　入　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円、％） 

 

 

【　歳　　出　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 区 　分 歳　入　額 歳　出　額 形式収支 実質収支
 令和６年度 3,236 2,337 899 899

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ／Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 1 財産収入 2,214 68.4 2,627 67.2 84.3

 2 繰入金 0 ― 0 ― ―

 3 繰越金 1,014 31.3 1,237 31.6 82.0

 4 諸収入 8 0.3 45 1.2 17.8

 合　　計 3,236 100.0 3,909 100.0 82.8

 
款　　別

令和６年度 令和５年度 前年対比　　　　

(Ａ／Ｂ)  決　算　額（Ａ） 構成比 決　算　額（Ｂ） 構成比

 
1 総務費 2,337 100.0 2,895 100.0 80.7

 2 予備費 0 ― 0 ― ―

 
合　　計 2,337 100.0 2,895 100.0 80.7



２８ 

第９　実質収支に関する調書 

　　実質収支とは、形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いたもので、当該年　

度に属すべき収入と支出との実質的な差額である。 

一般会計及び特別会計の総合決算額は、歳入が１６７億２，３９９万１千円、歳出が

１５７億８，６９９万１千円で、歳入歳出差引額は１億３，７００万円の黒字である。 

実質収支は、歳入歳出差引額１億３，７００万円から、翌年度へ繰り越すべき財源 

１，５３４万７千円を差し引いた額、１億２，１６５万３千円となる。 

　　一般会計及び特別会計の地方自治法第２３３条第１項の規定に基づく調書の内容及び 

計数は、審査した結果、いずれも正確であることを認めた。 

　今後は、予算に対して繰越金、歳入歳出差引額を限りなく小さくするため、全ての会

計、各事業において効率的な予算執行に努められたい。 

 

 

 

第10　財産に関する調書 

　　前年度末現在高を基礎として、本年度中の各種財産の異動状況を関係書類により審査

した結果、調書に示されている本年度の計数は正確であり、記録管理も良好であった。 

　　町有財産（土地、建物）の異動状況は第１３表のとおりであり、決算年度中における

土地について３１，９８５㎡減少し、建物については４，２２０㎡減少した。 

有価証券は、（株）みずほフィナンシャルグループ株式９８２株を保有しており、決

算年度中における増減はなかった。 

　　出資による権利は、決算年度末において１６社（団体）に４億２，６１３万８千円と

なっており、決算年度中における増減はなかった。 

財産区の出資額は須知財産区５０万９千円、高原財産区８万４千円、桧山財産区５５

万５千円、梅田財産区１３４万６千円、三ノ宮財産区３４万５千円及び質美財産区２７

万２千円となっており、いずれも決算年度中における増減はなかった。 

物品保有状況は、前年度末２，１４１点から６点増加し、決算年度末で２，１４７点

である。 

債権（貸付金）は、旧和知町から引き継いだ奨学資金貸付残高３３２万９千円で、令

和６年度中においての償還金の納入はなかったため、決算年度末残高は変わらず３３２

万９千円である。 

基金の運用状況は第１４表のとおりである。なお、物品基金の運用状況は、前年度末

１，１９３万４千円（在庫高除く）から、年度中の運用で５万２千円減少したため、決

算年度末残高は１，１８８万２千円である。 

また、長期間利用されていない建物については、今後の利活用についての方向性を検

討し、将来の負債とならないようにされたい。 

 



２９ 

第１３表　　　　　　　　　　　　 

町有財産異動状況 

＜一般会計＞ 

 

（１）土地及び建物 

（単位：㎡） 

 

（２）山　林　 

（単位：㎡、㎥） 

 

 

 

＜財産区特別会計＞　 

（単位：㎡） 

 
 
 

 

区　分

土　　　　地 建　　物（延べ面積）
 前年度末　　

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高

前年度末 

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高
 行政財産 933,057 △34,644 898,413 125,268 △4,220 121,048
 公　用 57,895 △2,659 55,236 14,049 △1,872 12,177
 公共用 875,162 △31,985 843,177 111,219 △2,348 108,871
 普通財産 5,738,072 2,659 5,740,731 18,081 0 18,081
 山　林 5,316,940 0 5,316,940 0 0 0
 山林以外 421,132 2,659 423,791 18,081 0 18,081
 合　計 6,671,129 △31,985 6,639,144 143,349 △4,220 139,129

 

区　分

面　　　　　積 立木の推定蓄積高
 前年度末　

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高

前年度末 

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高
 所　　有 5,255,805 0 5,255,805 125,205 △888 124,317
 分　　収 1,915,700 0 1,915,700 26,441 53 26,494
 合　計 7,171,505 0 7,171,505 151,646 △835 150,811

 

区　分

　　土　　　　地 建　　　　物
 前年度末　　

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高

前年度末　　

現 在 高

決算年度中 

増　減　高

決算年度末 

現　在　高
 須知財産区 686,503 0 686,503 0 0 0
 高原財産区 270,268 0 270,268 0 0 0
 桧山財産区 10,553,552 0 10,553,552 896 0 896
 梅田財産区 16,136,241 0 16,136,241 0 0 0
 三ノ宮財産区 4,009,792 0 4,009,792 0 0 0
 質美財産区 7,336,519 0 7,336,519 0 0 0
 合　計 38,992,875 0 38,992,875 896 0 896
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第１４表　　　　　 

 

基　金　運　用　状　況 

 

 

（１）一般会計・特別会計（財産区除く）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 
 
（２）財産区特別会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 

区　分
前年度末　　 

現 在 高

決算年度 

中増減高

決算年度 

末現在高

 不 動 産（特別会計） 269,013 0 269,013
 土地開発基金 269,013 0 269,013
 有価証券（一般会計） 392 0 392
 振 興 基 金 392 0 392
 現　　金 4,461,358 △196,292 4,265,066
 一 般 会 計 3,647,661 △113,467 3,534,194
 特 別 会 計 813,697 △82,825 730,872
 合　　計 4,730,763 △196,292 4,534,471

 
区　分

前年度末 

現 在 高

決算年度 

中増減高

決算年度 

末現在高

 須知財産区 67,539 25 67,564
 高原財産区 3,892 97 3,989
 桧山財産区 211,844 12 211,856
 梅田財産区 47,270 150 47,420
 三ノ宮財産区 65,553 △1,094 64,459
 質美財産区 41,506 1,326 42,832
 合　　計 437,604 516 438,120


